
補助金交付申請書一括提出届（様式１別表）記入例 ＜住宅用＞

様式1（長寿命）別表 ※本様式に記載された内容をCD-R（電子ファイルを格納したもの）も提出してください。（1部） 　　活用する配分 交付申請の受付時期

01  補助金交付申請書一括提出届 【対象住宅一覧・配分表】 第 1 期

1 Ⅵ- 3 無 千円 千円 千円 千円 千円

2 Ⅵ- 6 有 　 千円 千円 千円 千円 千円

3 Ⅵ- 7 無 千円 千円 千円 千円 千円

4 Ⅵ- 10 無 千円 千円 千円 千円 千円

5 Ⅵ- 11 1 有 千円 千円 千円 千円 千円

6 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

7 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

8 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

9 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

10 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

11 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

12 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

13 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

14 Ⅵ- 千円 千円 千円 千円 千円

15 Ⅵ- 　 千円 千円 千円 千円 千円

※対象住宅の建設地により申請窓口が異な

　提出してください。（申請窓口は支援室HPで検索できます。）

※対象住宅が16戸以上となる場合は、「通しNo.」欄を16からの番号に修正し、この様式を複数枚作成
　してください。「今期申請の合計」欄は最終のページにのみ記入してください。

※当初から登録されている補助金申請者の場合は、「適用申請書」の構成員番号を上記の「No.」欄に
　記入し、その後、計画変更を行っている場合は、変更の手続きを行った計画変更の時期（回数）を
　「計画変更時期」欄に記入してください。
※計画変更で追加した補助金申請者の場合は、計画変更時に提出した「グループ構成員の追加申請」

　の「No.」を上記の「No.」欄に記入し、追加の手続きを行った計画変更の時期（回数） （追加後に計画変更を行っている場合は、その手続きを行った計画変更の時期） を「計画変更時期」欄に記入してください。

※「補助金活用実績」欄は、長期優良住宅の整備に対する補助の活用実績の無い中小住宅生産者等は「無」を、活用実績のある中小住宅生産者等は「有」を記入してください。

※「①補助金の活用実績のない施工事業者による実施枠」又は「②施工事業者に制限を設けない実施枠」の補助申請額は、配分額の範囲内で1戸当たり500千円～1,200千円（100千円単位）でグループ内で設定できます。
　1,000千円を超える場合は、地域材加算の要件を満たす必要があります。

※補助申請額 （ 内）  は「①補助金の活用実績のない施工事業者による実施枠」又は「②施工事業者に制限を設けない実施枠」のうち、事業の対象とする実施枠の欄に補助額（500千円～1,000千円（100千円単位））

　と地域材加算額に分けて記入してください。

※地域材加算を対象とする場合は、「地域材加算」欄に配分額の範囲内で加算額（上限200千円）を記入してください。

※地域材加算は、事業の対象とする実施枠の欄に補助申請額（1,000千円）と記入した場合のみ適用します。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

1,190

今期申請の補助申請額の合計　

採択通知に記載されている配分額
（変更があった場合は変更後の配分額）

以下住所

1,980 千円 千円 2,600 千円 390

補助額の50～120万円の実施枠

② 施工事業者に制限を設け
ない実施枠

 ① 補助金の活用実績のない
施工事業者による実施枠

地域材加算

600

対象住宅

契約
未了

の場合
(〇付)

新宿区△△町305番地、305番地9の
一部
新宿区■■町30番地14、30番地15の
一部

西東京市○○町35番地5号

墨田区▲▲町４３１番地８の各一
部
千葉市◎町245番地1、245番地9の各
一部

600

計画
変更
時期

補助
金活
用実
績

事業者番号
（下５桁）

事業者名 都道府県

建築主名
※売買契約による住宅

は
「売買」と記入

都道府県

1,000

1,000

東京都

東京都

190

東京都

東京都

株式会社○○工務店

有限会社△△工務店

千葉県

東京都

◆田　■郎、◆田　●子

千葉県

（売買）

▲川　●美

49680 東京都

●本　▲子神奈川県

■木　●男

1,000 200 1,200

埼玉県

補助金申請者名　（中小住宅生産者等）

↑
提出する時期

を記入

0999採択グループ番号

グループの名称

 「採択通知」のグループ番号「上2桁」と「下4桁」を記入 ↑

○○木造住宅供給協議会

株式会社□□住建

　　　　補助申請額　（千円）

補助申請額
合計

地域材加算

1,000

980980

通し

№

49531

◇◇ホーム株式会社49102

52126

住まい工房○○

No.

　採択を受けた当グループにおいて、一括して補助金交付申請を行う、補助金申請者及び対象住宅は下記のとおりで
す

【H27】住宅　地域型住宅グリーン化事業　様式１ 別表

千円4,970

8,000 千円 200 千円 12,000 千円 500 千円

千円

長期優良住宅の整備に対する補助の活用

実績の有無を記入してください。

申請書は建設地に応じて申請時期かつ申請窓口毎

に取りまとめてください。この様式も申請窓口毎に作成し

てください。（申請窓口は、支援室ＨＰで検索できま
この電子ファイルをCD-Rに格納のうえ提出してください。

対象住宅の建設予定地の都道府県

名及び住所を地名地番で記入して

ください。 交付申請を提出する受

付時期を記入してくだ

さい。

使用する様式は正しいですか。

【H2７】住宅と記載されている様

式を使用してください。

適用申請書<様式2-2･Ⅵ-1>

の「構成員番号」の番号を

記入してください。

追加の事業者は、計画変更申

請書の追加構成員リストの

「NO.」を記入してください。

支援室からグループ事務局にご案内する

事業者番号「01 00## ● ** ¥¥¥¥¥」

の内、下5桁の「¥¥¥¥¥」を記入してくだ

さい。●：B 又は T

※計画変更にて新規追加した事業者の事

業者番号は、事前通知を行いません。

番号記入は空欄のままで構いません。

地域材加算をし、補助申請

額の合計が1,200千円（ま

たは1,100千円）に満たな

い場合は、1,000千円とそ

の差額に分けて記入して下

さい。（この場合は1,000

千円と190千円）

地域材加算を対象と

する場合は、「地域

材加算枠」欄に100

千円を超える分の金

額を記入してくださ

い。

長期優良住宅の整備に

対する補助の

活用実績の無い事業者

は①又は②の実施枠に、

活用実績がある事業者

は②の実施枠に、

補助申請額を記入して

ください。

事業者の追加や、事業者名・住所の変更に関する

計画変更を行った場合は、最後に計画変更を行った

時期（回数）を記入してください。

提出する受付期間の申請窓口毎の

申請件数の合計を記入してください。
採択通知書に記載された配分額を実施枠毎に記入し

て下さい。※地域材加算は内金となります。

請負契約が未了であった

場合○を付けてください。


